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・本資料は、深地層の研究施設検討委員会等における過去の議論や経緯をまとめたもの。

・深地層の研究施設は、地層処分研究開発において実際の地質環境での技術の実証、技術基盤
の整備の場として活用。国際的にも各国の経験、知識、研究インフラの共有に関心が示されてい
る。

・処分事業や安全規制への成果反映を考慮し、3段階の研究段階（地上からの調査研究、坑道掘

削時の調査研究、地下施設を利用した調査研究）を設定して研究開発を実施してきた。これまで
幌延で得られた成果を踏まえ、平成27年度からは残された研究課題（必須の課題：実際の地質環

境における人工バリアの適用性確認、処分概念オプションの実証、地殻変動に対する堆積岩の
緩衝能力の検証）を実施。令和元年度までの成果や、研究開発の進捗状況等について外部専門
家による評価を受け、引き続き研究開発が必要な課題について令和2年度から令和10年度まで
の期間で実施中。

・研究成果は処分事業の各意思決定ポイント（地質環境の初期、短期変動（地下施設の掘削〜埋
め戻し）、長期変動（地下施設の埋め戻し後））に照らして整理し、ウェブサイト上のレポートシステ
ム（CoolRep）として発信。

まとめ概要
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1. 地層処分研究開発におけるURL計画（瑞浪、幌延）
URLの位置付け(1/2)

「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」
・ 「深地層の研究施設は、（中略）地層処分研究に共通の研究基盤となる施設であり、我が国にお
ける深地層についての学術的研究にも寄与できる総合的な研究の場として整備していくことが重要
です。」 （平成6年6月24日）
・ 「また、深地層の研究施設は、学術的研究の場であるとともに、国民の地層処分に関する研究開
発の理解を深める場としての意義を有し、その計画は、処分施設の計画と明確に区分して進める
ことが必要である。」 （平成12年11月24日）

「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」（改正：令和5年4月28日閣議決定）

「国及び関係研究機関は、最終処分の安全規制・安全評価のために必要な研究開発、深地層の科
学的研究等の基盤的な研究開発及び最終処分技術の信頼性の向上に関する技術開発等を積極
的に進めていくものとする」。

「第6次エネルギー基本計画」（令和3年10月22日閣議決定）

「国、ＮＵＭＯ、ＪＡＥＡ等の関係機関が、全体を俯瞰して、総合的、計画的かつ効率的に技術開発を
着実に進める。この際、幌延の深地層研究施設等における研究成果を十分に活用していく。」
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深地層の研究施設は、地層処分研究開発での基盤となる施設であることが、国の政策において示
されている。



●第2次取りまとめ（1999年）
東濃鉱山（堆積岩）や釜石鉱山（花崗岩）の既存坑道を活用した調査研究や海外の地下研究施設

での共同研究の成果などに基づいて、地質環境を調査・評価するための要素技術や基盤的な手法
を整備。
また、これらの研究で得られた情報や文献情報を比較検討したうえで、現状あるいはその延長上

にある工学技術により処分場を合理的に設計・施工し、地層処分の長期的な安全性を解析的に評
価できる見通しなどを示した。
→日本における地層処分の技術的信頼性を提示。原子力委員会において処分予定地の選定と安
全基準の策定に資する技術的拠り所となることが示されていると評価された。

●深地層の研究施設計画
（結晶質岩：超深地層研究所計画（瑞浪）、堆積岩：幌延深地層研究計画）
第2次取りまとめで示したような地層処分に関連する様々な技術を実際の地質環境に適用して、

未擾乱の状態から段階的に調査研究を進めながら、順次得られてくる地質環境情報に基づき、実
証的に地層処分技術としての信頼性を確認する。
調査研究を段階的に進めることにより、地下深部の地質環境についての理解を深め、また、理解

の程度を確かめながら、これを体系的に調査・評価するための技術基盤や工学技術の基盤を整備
する。 4

日本における地層処分の技術的信頼性を示した上で、深地層の研究施設において実際の地質
環境に技術を適用して信頼性を確認するとともに、調査・評価技術や工学技術の基盤を整備。

1. 地層処分研究開発におけるURL計画（瑞浪、幌延）
URLの位置付け(2/2)
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物理探査

ボーリング調査

第１段階
地上からの調査研究段階

第２段階
坑道掘削時の調査研究段階

第３段階
地下施設での調査研究段階

人工バリア挙動
評価技術

地質環境の
調査・評価技術

坑道掘削技術

試験坑道

岩 盤
水圧計等

緩衝材

ﾋｰﾀｰ

坑道周辺の
地質環境調査

処分システムの
設計・安全評価技術

地下坑道の設計・施工技術

坑道壁面の
地質観察

坑道閉鎖技術

瑞浪：2004年度（平成16年度）終了
幌延：2005年度（平成17年度）終了

瑞浪：2013年度（平成25年度）終了
幌延：2015年度（平成27年度）終了

瑞浪：2019年度（令和元年度）終了
 幌延：研究を継続中

深地層の研究施設計画

実際の地質環境への地層処分技術の適用性について、各調査研究段階において確認してきた。

1. 地層処分研究開発におけるURL計画（瑞浪、幌延）
URLにおける3段階の調査研究段階
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●原子力利用国の共通課題である最終処分に係る国際協力の強化を目的とし、 2019年6月G20
軽井沢大臣会合で、世界の原子力主要国政府が参加する「国際ラウンドテーブル」（以降、資源
エネルギー庁及びOECD/NEA（経済協力開発機構/原子力機関）が事務局）の立ち上げに合意。

●2019年10月と2020年2月の２回の会合が開催され、最終処分に関する政府間の国際連携強化

に向けた基本戦略や、各国の対話活動の知見・経験・ベストプラクティス、各国が有する研究施
設等を活用した研究開発協力の方向性等を盛り込んだ最終報告書が取りまとめられた。

参加国：ベルギー、カナダ、フィンランド、フランス、ドイツ、日本、オランダ、ロシア、韓国、スペイン、
スウェーデン、英国、米国、経済協力開発機構/原子力機関（OECD/NEA）、国際原子力機関（IAEA）

第２回最終処分国際ラウンドテーブルにおける議論のポイント
・対話活動におけるベストプラクティスや教訓に関する各国の事例共有
（地域のステークホルダーと共に、明確かつ柔軟性のある意志決定プロセスを構築すること等）
・研究開発における国際協力を強化すべき分野に関する各国の関心
（各国の経験と知識や研究インフラの共有等）

※参考
第６回地層処分研究開発調整会議（2020年3月9日）
参考資料２ 研究開発における国際協力強化に向けた取組みの状況（最終処分国際ラウンドテーブル（第２回）での議論）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/chiso_shobun/pdf/006_s02_00.pdf
第３２回原子力委員会定例会議（令和4年8月16日） 資料１－１ 最終処分に関する最近の取組

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2022/siryo32/1-1_haifu.pdf

最終処分に関する国際協力の強化を目的として、世界の原子力主要国政府が参加する「最終処分
国際ラウンドテーブル」が開催。各国の経験と知識や研究インフラの共有について関心が示された。

※諸外国の地層処分の進展状況は、
参考資料のP23をご参照ください。

1. 地層処分研究開発におけるURL計画（瑞浪、幌延）
国際協力の強化(1/2)

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/chiso_shobun/pdf/006_s02_00.pdf
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2022/siryo32/1-1_haifu.pdf
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https://www.oecd-nea.org/jcms/pl_39718/international-roundtable-on-the-final-

disposal-of-high-level-radioactive-waste-and-spent-fuel-summary-report

前ページでの「最終処分国際ラウンドテーブル」会合での議
論を踏まえ、OECD/NEAが最終処分における政府の役割、
対話活動や意思決定プロセス、技術分野における国際協
力等の観点から最終報告書を取りまとめ・公表（R2年8月)

 1980年代以降、NEA、欧州委員会、IAEAの枠組みを通
じて、様々な国際協力が成功してきており、これらのプ
ロジェクトへ、現世代および次世代の関係者の参加が
推奨されること

 研究開発において他の国の施設等を活用することによ
る国際協力を行うことは、財政面でも人的資源面でも
有意義であること

 他国の地下研究施設を利用することは、最終処分地の
地質条件が特定されていない意思決定プロセスの初期
段階である国にとって特に有効であること

 国際連携強化を検討する分野として、ビッグデータを活
用した長期的な安全評価モデルの開発・検証、処分場
操業時の効率性、安全性を考慮したロボットや遠隔操
作技術の実証、地質環境に応じた処分場設計の最適
化手法等への関心が示されたこと 等

https://www.meti.go.jp/press/2020/08/20200821003/20200821003-1.pdf

技術分野における国際協力に関する主な報告・提案
（資源エネルギー庁, 2020）

1. 地層処分研究開発におけるURL計画（瑞浪、幌延）
国際協力の強化(2/2) 令和3年度第1回幌延深地層研究の確認会議 資料3を一部編集

https://www.oecd-nea.org/jcms/pl_39718/international-roundtable-on-the-final-disposal-of-high-level-radioactive-waste-and-spent-fuel-summary-report
https://www.oecd-nea.org/jcms/pl_39718/international-roundtable-on-the-final-disposal-of-high-level-radioactive-waste-and-spent-fuel-summary-report
https://www.meti.go.jp/press/2020/08/20200821003/20200821003-1.pdf
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2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
幌延深地層研究計画スケジュール

年度
 
 項目

H12 H17 H22 H27

調
査
研
究

第1段階

第2段階

第3段階

第1期中期計画 第3期中長期計画

▼第1段階成果の
 取りまとめ（H19.3）

▼H13.3 調査開始

第１段階 : 地上からの調査研究段階
第２段階 : 坑道掘削(地下施設建設)時の調査研究段階
第３段階 : 地下施設での調査研究段階

第2期中期計画

▼第2段階成果の
取りまとめ（H29.3）

第4期中長期計画

※ 令和2年1月に「令和2年度以降の幌延深地層研究計画」を策定し、令和2年度以降、
第3期及び第4期中長期計画期間の9年間、研究に取り組んでいくこととしている。

▼第3段階：必須の課題
2015－2019年度の取りまとめ（R2.3）

(2000)

掘削工事開始▼
(H17.11)

▼350m坑道掘削
   終了(H26.6)

▼研究課題の重点化
（必須の課題の提示）

▼R2年度以降の計画の公表
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H17
(2005)

H22
(2010)

H21
(2009)

H26
(2014)

H27
(2015)

R3
(2021)

R5
(2023)

R10
(2028)

※関連する研究計画
「深地層研究所（仮称）計画」（平成10年10月）
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/disclosure/pdf/horonobekeikaku.pdf
令和2年度以降の幌延深地層研究計画（令和2年1月）
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/pdf/200129.pdf

第33回深地層の研究施設計画検討委員会 資料33-1を一部編集

https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/disclosure/pdf/horonobekeikaku.pdf
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/pdf/200129.pdf


概要
• 坑道の壁面観察や坑道内のボーリング調査により、周辺岩

盤や地下水の性質、長期的な変化を観測した。あわせて、
坑道掘削による周辺岩盤への影響を把握、モデル化した。

• 坑道の設計・建設・維持を通じて、技術の適用性を確認した。
• 処分場での使用が想定される低アルカリ性セメントの施工

試験を実施し、実用性を確認した。

概要
• 幌延町全域を対象とした調査を実施し、研究所用地として

適した領域を選定した。
• 先行した瑞浪の経験を参考にしつつ、堆積岩を対象として、

必要な調査機器等を開発しながら、段階的に地質環境の
調査およびモデル化を進めた。

第1段階（H13年度～H17年度）
地上からの調査研究段階

第2段階（H17年度～H27年度）
坑道掘削時の調査研究段階

• 地上からの調査研究および地下施設の建設を通じた調査研究により、段階的に地質環境を調査評価する技術を整備するとと
もに、地下施設の建設・維持に必要な工学技術を整備することができた。また、処分場の設計や安全評価に必要な技術基盤
の整備を進めている。

• これらの成果は、NUMOが行う地質環境調査や処分場の設計・安全評価、国による安全規制に反映される。

1km

5km

主な成果
• 第1段階の地上からの調査によって地下の状態を予測したうえで、第2段階には、坑道を掘削しながら地下の状態を直に観察

して、地上からの予測の妥当性を確認するとともに、周辺の岩盤や地下水の状態や変化を詳細に調べた。これらを通じて、段
階的な調査によって地質環境を把握しモデル化していく技術を整備した。また、得られた地質環境情報をフィードバックしなが
ら、地下施設を安全に建設・施工、維持・管理するための技術を整備した。 10

地下水モニタリング調査

坑道掘削影響試験
壁面調査令和5年7月時点

※詳細は参考資料のP24～28をご参照ください。

2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
地上からの調査研究段階（第1段階）、坑道掘削（地下施設建設）時の研究段階（第2段階）の研究成果

令和元年度第3回幌延深地層研究の確認会議 資料6を一部編集



第1段階のモデル化
技術の適用性評価

計画立案・調査解析
へのフィードバック

↓

広域～施設領域の地
上からの地質環境調
査技術を整備

坑道レイアウトや排水処理、
グラウト施工計画など

第3段階の調査研究計画への反映

既存情報に基づく場の概念モデル構築

調査計画の立案

調査・解析

第1段階モデルの構築

広域～施設スケールの地質環境
特性(地質・地質構造、水理特性、
地球化学特性、熱・力学特性
など)の三次元分布

地上からの調査

第2段階における調査計画の立案

第2段階の調査

第1段階モデルの
妥当性確認・更新

・地質・地質構造分布の整合性
・水理特性(透水係数など)の整合性
・湧水量の整合性
・水質分布の整合性
・応力状態の整合性 など

第2段階モデルの構築 施設～坑道スケールの地質環境
特性の三次元分布、掘削影響など

施設設計・建設への反映
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2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
各段階における調査研究の進め方

第9回深地層の研究施設計画検討委員会
資料9-3-2から抜粋



「日本原子力研究開発機構の改革の基本的方向―安全を最優先とした組織への変革を目指して―」（文部
科学省日本原子力研究開発機構改革本部）を公表

“今後早急に、瑞浪及び幌延の坑道における調査研究の成果を取りまとめ、施設の廃止を含め今後の方
針を策定”

「日本原子力研究開発機構の改革計画 自己改革 ―「新生」へのみち ―」 （原子力機構）を公表

“深地層の研究施設で行うべき残された必須の課題を明確にした深地層の研究施設計画を、担当理事
を主査とするチームにより、平成２６年９月末までに策定”

日本原子力研究開発機構の改革計画に基づく「地層処分技術に関する研究開発」報告書－今後の研究課
題について－

“第2期中期計画期間までの達成度を踏まえて、今後は処分事業の「精密調査後半」以降に適用する技
術・手法の開発に重点化することとして、深地層の研究施設計画の必須の課題を抽出”

深地層の研究施設計画のみならず、地層処分技術に関する研究開発全体について、現中期計画期間の研
究成果を前倒しで「CoolRepH26」として取りまとめ

平成25年8月

平成25年9月

平成26年9月
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平成26年度までの研究成果を踏まえ、平成27年度～令和元年度の研究課題として「必須の課題」
を抽出。

2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
必須の課題の設定(1/4)

※青字箇所にリンク貼り付け

第17回深地層の研究施設計画検討委員会
資料17-3を参考

https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2013/08/14/1338627_3_1.pdf
https://www.jaea.go.jp/02/press2013/p13092601/01.pdf
https://www.jaea.go.jp/04/tisou/kongono_kenkyu_kadai/pdf/kenkyu_kadai.pdf
https://www.jaea.go.jp/04/tisou/kongono_kenkyu_kadai/pdf/kenkyu_kadai.pdf
https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html


【国内】

 特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針

⇒ 研究の重要性

 エネルギー基本計画

⇒ 可逆性・回収可能性の担保

 放射性廃棄物WG（国の審議会）

⇒ 科学的特性マップ・・・沿岸部

 沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会（国の研究会）

⇒ 沿岸部海域における調査・評価技術の適用性確認および事例の蓄積 等

 ＮＵＭＯの包括的技術報告書（レビュー版）

⇒ 実施主体としてのニーズ

【海外】

 処分事業が進んでいるフィンランドの取り組み

⇒ 実施主体ポシバ社の、処分場建設許可段階のセーフティケースに関する規制機関(フィ
ンランド：STUK）のレビュー報告書に示された操業許可申請に向けた課題との対比 13

国内外の背景状況も踏まえ「必須の課題」を設定し、達成状況と課題を地層処分研究開発・評価委
員会において議論し、妥当であると判断いただいた。

2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
必須の課題の設定(2/4)

令和元年度第1回幌延深地層研究の確認会議
資料8-2から抜粋



研究課題の変遷：当初計画～必須の課題（1.地層科学研究）

(1)深部地質環境特性に関する研究
地質環境条件の測定や、坑道掘削に

伴うそれらの変化の把握、あるいは実際
の深地層中での物質移行試験等により、
堆積岩を対象として開発を行ってきた地
質構造、水理、水質等に関するモデル
の妥当性を確認

1)地表から行う調査研究
・物理探査やボーリング試験
・モデル解析等

2)坑道を掘削しながら行う調査研究
・地層や断層の分布、地下水の性質
等を観察、調査
・坑道掘削影響試験

3)坑道を利用して行う調査研究
・精密な物理探査やボーリング調査
・非放射性のトレーサー注入試験
・岩盤や地下水の性質の空間的な不
均質性調査

(2)調査技術開発と関連機器の開発
地質環境調査の要素技術（例えば地震
波を利用した弾性波反射法など）を系統
的に組み合わせ、地上及び地下坑道で
の総合的な調査手法の有効性確認

当初計画 第1段階 H26年度までに抽出された課題

地質・地質構造

 地質環境の長期変動に関わる知見の蓄積によるモデル化精度の向上、
多分野を含むモデル化・解析に関連する不確実性の評価手法の構築

 断層などの天然現象の地質環境への影響範囲を把握する手法の提示

岩盤中の水理

 考慮すべき自然事象や，それらが影響を及ぼす地下水流動特性の抽
出に関わる体系的な調査・解析・評価技術の構築

 地震に伴う地下水圧変化の発生メカニズムや、それが水理特性や地下
水流動特性に与える影響の把握

地下水の地球化学
 地震後の長期的な水圧変化に応じた水質変動幅の予測と検証

 施設閉鎖時後の地球化学特性の変化幅の把握，地質学的時間スケー
ルにおける長期変動幅との比較、安全評価への反映の考え方を整理

岩盤力学
 地震時のEDZの挙動の理解
 EDZのセルフシーリングのメカニズムの評価とモデル化
 施設閉鎖後における初期応力状態、EDZの長期変動幅の推定

物質の移動

 地質構造発達・地質環境変動に伴う地下施設近傍・遠方領域の物質移
動特性の長期変動幅を推定可能な調査評価技術の構築

 地質学的時間スケールでの物質移動特性変動のモデル化技術の構築

地質環境の長期安定性
 断層運動に伴う地下水流動系の変化に関する評価技術
 地層処分の更なる安全性の検討に際しては，東北地方太平洋沖地震のように1000年に1回の

稀頻度の地質イベントを考慮した評価シナリオと解析手法の開発が必要
 地形変化シミュレーション技術
 10万年程度で生じる将来の地形変化は、数値シミュレーション結果と外挿・類推の結果との比

較・検討による予測結果の信頼性向上が課題
  超長期における予測・評価手法に関する検討
  超長期の予測・評価では，不確実性が著しく増大することから、予測期間に応じた不確実性を

定量的に評価するための手法の開発が必要

必須の課題
（H27年度～R1年度）

地殻変動に対す
る堆積岩の緩衝
能力の検証

①水圧擾乱試験
などによる緩
衝 能 力 の 検
証・定量化

②地殻変動によ
る人工バリア
への影響・回
復挙動試験

第３段階第２段階 
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2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
必須の課題の設定(3/4)

令和元年度第4回幌延深地層研究の確認会議 資料8を一部編集



H26年度までに抽出された課題

(1)堆積岩における処分システムの設計・施工に関す
る技術の開発

軟岩中の坑道掘削や保坑技術など処分システムの
設計・建設などに関する技術や坑道の密閉に関する技
術の開発
・処分施設の設計・建設などに関する技術の開発

具体例：軟岩中の坑道掘削、保坑技術の開発
・密閉（シーリング）技術開発

具体例：割れ目帯や坑道掘削損傷領域の注入技術
（グラウト）、密閉（プラグ）による止水技術開発

・処分システムの施工技術開発・品質確認
具体例：処分システムの熱・水・応力の相互作用を
明らかにする試験の施工に関する技術開発

(2)安全評価手法の信頼性確認
 人工バリア材の化学的健全性評価や人工バリア／岩
盤系の熱・水・応力相互作用を明らかにする試験（連
成試験）、非放射性トレーサ試験
・人工バリア材の化学的健全性評価研究：

模擬ガラス固化体、オーバーパック材、緩衝材の腐
食などの化学的耐久性に関するデータを実際の地下
水を使っての取得、腐食などに関するモデルの妥当
性の評価

・処分システムに対する熱・水・応力の相互作用を明ら
かにする試験：
模擬発熱体と人工バリア・天然バリア、さらには地下
水の組み合わせによる地下水の流れの研究や応力
に関するデータの取得と、それらの解析モデルの妥
当性の評価

・緩衝材・岩石中の物質移動評価研究：
非放射性トレーサーを用いて緩衝材と岩石中の物質
の収着・移行に関するデータの取得、それらの解析
モデルの妥当性の評価

実際の地質環境にお
ける人工バリアの適用
性確認

① 人工バリア性能確
認試験

② オーバーパック腐
食試験

③ 物質移行試験

処分概念オプションの
実証

① 処分孔等の湧水
対策・支保技術な
どの実証試験

② 人工バリアの定
置・品質確認など
の方法論に関する
実証試験

③ 高温度（ 100℃以

上）などの限界的
条件下での人工
バリア性能確認試
験

物質の移動
URLを用いた原位置物質移動試
験とその結果の解析評価の実施

地下施設近傍領域の物質移動に
寄与する構造や物質移動特性及
びその短期的変化を把握可能な
調査評価技術の構築

地下施設近傍領域の物質移動特
性の三次元的な不均質性分布や
その短期的変化を把握可能な調
査評価技術の構築

地層処分技術

セメント材料の地質環境への影響
評価モデル作成に資する原位置
データの取得

人工バリア及びシーリング性能に
関わる長期評価手法の開発及び
地上で性能が確認された施工技
術の地下環境での実証

地下環境における処分場概念オ
プションの成立性に関する基盤技
術の実証

研究課題の変遷：当初計画～必須の課題（2.地層処分研究開発）
必須の課題
（H27年度～R1年度）当初計画 第1段階 第３段階第２段階 
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2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
必須の課題の設定(4/4)

令和元年度第4回幌延深地層研究の確認会議
資料8を一部編集



必須の課題 主な成果（～令和元年度末） 令和2年度以降の研究課題

①実際の地
質環境に
おける人
工バリアの
適用性

   確認

1.人工バリア性能確認試験
湧水がある実際の環境下で人工バリアを施工できるこ
とを確認するとともに、加熱時の緩衝材の挙動に関する
データ取得を終了。連成解析で現象を再現

減熱時の緩衝材の挙動に関するデータを取得すると
ともに、施工した人工バリアの解体および緩衝材の飽
和度の確認を実施

2.オーバーパック腐食試験
実際の地下環境でオーバーパック腐食試験を行い、解
体調査を実施。これまでの地上での腐食試験結果の
妥当性を確認 

（令和元年度で研究を終了）

3.物質移行試験 堆積岩の健岩部（緩衝材の有無を含む）および割れ
目・断層を対象とした物質移行試験の手法を確立

確立した手法を用いて、掘削影響領域、有機物、
微生物に着目したデータを取得

②処分概念
オプション
の実証

1.処分孔等の湧水対策・支
保技術などの実証試験

堆積岩に対して、処分孔掘削技術、湧水抑制技術、
支保技術等の有効性を確認 （令和元年度で研究を終了）

2.人工バリアの定置・品質確
認などの方法論に関する
実証試験

処分坑道横置き定置方式について、エアベアリングを
用いた搬送定置・回収技術等の要素技術を実証

施工方法､プラグの有無､回収方法に応じた埋戻材
の特性把握 

廃棄体の設置方法等の処分技術の実証実験

3.高温度(100℃超)などの
限界的条件下での人工バ
リア性能確認試験

100℃超の高温環境下における人工バリアの閉じ込め
機能を確認する研究に関する机上検討

緩衝材が100℃超になった状態を想定した解析手
法の開発

③地殻変動
に対する
堆積岩の
緩衝能力
の検証

1.水圧擾乱試験などによる
緩衝能力の検証・定量化

堆積岩の緩衝能力を表現できるパラメータを提案。
第一段階として、小規模な断層（幅数cm）で試験
を行い、地震動が断層の透水性に与える影響等を確
認

より大型の断層に展開して、地震動の影響等を把
握

地下水が動いていない領域を調査する技術の実証

2.地殻変動による人工バリア
への影響･回復挙動試験

地震や断層活動に起因する岩盤の損傷により、人工
バリアの自己治癒能力（ひび割れの修復）を確認す
る研究の机上の検討 

人工バリアのひび割れに対する自己治癒能力を解
析する手法の開発
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2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
令和元年度までの成果と令和2年度以降の研究課題

令和元年度第1回幌延深地層研究の確認会議
資料8-2から抜粋



埋め戻し材ブロック

埋め戻し材
（転圧締め固め）

模擬オーバーパック
(模擬OP)

緩衝材

コンクリートプラグ

試験坑道4

計測システム室

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

 人工バリア性能確認試験
 物質移行試験

②処分概念オプションの実証

 人工バリアの定置・品質確認などの
 方法論に関する実証試験
・操業・回収技術等の技術オプションの実証、
閉鎖技術の実証

・坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価
技術の体系化

 高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア
性能確認試験

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化
・地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握
・地下水流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術
の高度化

 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

人工バリア性能確認試験
の解体調査のイメージ

人工バリア性能確認試験の概要

廃棄体定置決定や間隔設定の考え方の整理

閉鎖技術オプションの整理

坑道

岩盤 割れ目 断層

緩衝材
オーバーパック

掘削損傷領域

？ ？掘削損傷領域

人工バリア

17
※各課題の繋がりや、全体計画・関連事業・プロジェクトとの関係は参考
資料のP29～31をご参照ください。

2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題設定
令和2年度以降の幌延深地層研究計画

※令和2年度以降の幌延深地層研究計画（令和2年1月）
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/pdf/200129.pdf

令和2年度第1回幌延深地層研究の確認会議 資料4から抜粋

https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/pdf/200129.pdf


目次
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1. 地層処分研究開発における深地層の研究施設
（URL）計画（瑞浪、幌延）

2. 幌延深地層研究計画のこれまでの成果と課題
設定

3. 地層処分研究開発全体の研究成果の反映先
と取りまとめ



サイト選定に関する意思決定
建設に関す
る意思決定

処分開始に関
する意思決定

部分的埋め戻しに
関する意思決定

廃棄体定置終了
に関する意思決定

最終閉鎖に関する
意思決定意思決定

廃棄体定置 地下での観測 処分場の閉鎖

直接的監視 間接的監視操業前フェーズ

操業フェーズ 操業後フェーズ

〇処分事業の進展と必要となる技術基盤

〇一般的な活動フェーズ（ICRP, 2013)

第1期中期計画 第2期中期計画 第3期中長期計画

研究成果の
取りまとめ

知識の反映

〇JAEAの活動

精密調査［前半］
（地上からの調査）

建設概要調査
精密調査［後半］

（地下施設での調査）

知識の反映 知識の反映

研究成果の
取りまとめ

研究成果の
取りまとめ

CoolRepH26

第4期中長期計画

CoolRepR4CoolRepH22 次段階の報告書

研究成果の
取りまとめ

知識の反映

国内外の技術動向を踏まえた地
層処分の技術基盤の整備

地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化

処分場の設計と工学技術

閉鎖前の安全性の評価

操業 閉鎖

閉鎖後長期の
安全性の評価

閉鎖後モニタリング 事業廃止
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3. 地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRep

第28回深地層の研究施設計画検討委員会 資料28-1を一部編集



成果-課題マップ

 各分野の成果と今後の課題を要約して表形
式で整理

CoolRep

本文

カーネル

研究分野毎の

報告書等

個々の成果
（学術論文・技術報告書等）

成果-課題
マップ

本文

 研究開発の位置付けや成果の概要を俯瞰的
に記載

カーネル＊

 各研究分野の最新の成果を簡潔に記載

 各カーネルから個々の成果へリンク

＊ KERNEL: Knowledge Elements incorporating Requirements, Novelty, Experience and Limitations

「使用済燃料の直接処分研究開発」

CoolRepR4を構成するカーネル

深地層の科学的研究

工学技術の信頼性向上

安全評価手法の高度化

「深地層の研究施設計画および地質環境の長期安定性」

「処分場の工学技術」

「性能評価研究」

「TRU廃棄物」

幌延深地層研究計画
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3. 地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRepの構成 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集



 研究開発で得られた成果については、わが国の地層処分計
画を支える技術基盤として反映するため、処分事業や安全
規制のニーズ・進展を踏まえ、段階的・定期的に取りまとめ
を実施している。

 「第２次取りまとめ」以降、これまでに平成17年取りまとめ
「地層処分技術に関する知識基盤の構築」、原子力機構の
第1期中期目標期間(H17.10～H22.3)における成果を
「CoolRepH22」として、第2期中期目標期間(H22.4～
H27.3)の成果を「CoolRepH26」として取りまとめ、公表した。

 第3期中長期目標期間（H27.4～R4.3）の成果については、
「CoolRepR4」として取りまとめ、令和4年3月に公開した。ま
た、研究開発報告会をオンラインにて開催した（R4年9月）。

（深地層の研究施設計画に関する研究開発成果の反映先）

第1期 CoolRepH22 ⇒ 概要調査の段階を中心とした技術基盤
第2期 CoolRepH26 ⇒ 精密調査の段階(前半)を中心とした技術基盤
第3期 CoolRepR4 ⇒ 精密調査の段階(後半)を中心とした技術基盤

CoolRep （クールレプ）

第2期中期計画期間成果取りまとめから新た
に導入したウェブサイト上に研究開発成果に
関する情報を発信・共有するレポートシステム

https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/

21

地層処分技術に関する研究開発報告会
https://www.jaea.go.jp/04/tisou/houkokukai/houkokukai_r04.html

※詳細は参考資料のP32～39をご参照ください。

3. 地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
各CoolRepの取りまとめ内容 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集

https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/
https://www.jaea.go.jp/04/tisou/houkokukai/houkokukai_r04.html
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参考資料



参考資料：諸外国の地層処分の進展状況 (2023年2月現在)
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出典：資源エネルギー庁「諸外国における高レベル
放射性廃棄物の処分について（2023年版）」

カナダ フランス
(ビュール近傍)

ドイツ 1）

スイス 2）

中国 4）

(甘粛省北山ほか)
英国

日本
(文献調査中)

方針検討     
段階

サイト公募・文献調査 概要調査 精密調査
建設  操業

最終処分施設
建設地の選定

米国 7）

(ユッカマウンテン)

フィンランド6)

(オルキルオト)

安全審査

韓国

スペイン

ベルギー

○ 国際的には、自国で発生した放射性廃棄物は、発生した国でそれぞれ処分するのが原則。

○ これまで様々な処分方法が検討されたが、地層処分が最も現実的な方法というのが国際
的に共通した考え方。現在、各国で処分地選定のための取組が進められている。

固
直 固

直

直 固

直

固
直 固

直 固
直 固

直

凡例：  ガラス固化体を地層処分する方針の国 （再処理）

 使用済燃料を地層処分する方針の国 （直接処分）直
固

申 

請

申

請
申

請

スウェーデン5)

(フォルスマルク)

韓国は使用済燃料の管理政策を検討中。スペイン，ベルギーは両方の処分(併置処分)を想定。

ロシア 3）

固

1） サイト選定のやり直しが決まり，ゴアレーベンは白紙化。

2） サイト公募段階は無く，地質学的条件で抽出された複数の候補エリア内から絞り込む。

3） サイト公募段階は無く、廃棄物発生場所に近い複数の地域から地質学的条件で絞り込む方式。

4） 北山以外の地域を含めて比較検討し，候補地を選定予定。

5） 精密調査の実施前に、法令手続に基づく立地・建設許可を申請。審査後に処分地が正式決定する。

6） 精密調査の前に、法令手続に基づく処分地選定が終了。精密調査の実施を経て建設許可申請がなされ、政府が処分場の建設許可を発給。

7） 安全審査自体はほぼ終了しているが、許認可発給、ユッカマウンテン計画を進めるためには、予算の確保、体制の再構築などが必要と考えられる。



・研究所設置地区及び設置場所を選定

地区・用地の選定上の要件や考慮すべき条件とその重要性
を示した。

・坑道掘削前の深部地質環境を把握

調査結果の解釈とモデル化を通じて、地層処分にとって重
要な地質環境の特性・プロセスを把握し、その過程で得られ
た技術的知見を踏まえて統合化データフローを構築した。ま
た、地上からの調査研究における主要な調査技術の有効性
や技術課題などを整理し、堆積岩を対象とした地上からの調
査・評価技術の整備を図った。堆積岩中での地下施設の仕
様・レイアウトを決定し、地下施設を安全に建設・維持するた
めの設計・施工計画を策定した。

・地下施設の設計・施工計画を策定

処分場の設計技術や性能評価技術それぞれの適用性につ
いて論じるとともに、技術の改良や代替技術の開発状況を取
りまとめた。

・第2段階以降における調査研究の課題を具体化
24

地上からの調査結果を統合した
地質構造モデル

地下施設のレイアウト*

*第2段階、第3段階の知見を反
映させた図

令和5年7月時点

参考資料：第1段階の研究成果の概要

令和元年度第3回幌延深地層研究の確認会議 資料6に追加



 概要調査に必要な基盤技術の整備
•地表からの調査による深部地質環境を把握するための調査解析評価技術の構築
•地表からの調査に適用した調査・モデル化手法の有効性を確認

参考資料：第1段階の調査研究の成果の例

地表における地質学的調査

地上からの調査結果を統合した
地質構造モデル

反射法地震探査 地上からのボーリング調査

小規模な断層の概念化

小規模な断層の分布をモデル化
地下施設の設計に反映

地質調査

地表地質調査

剥ぎ取り露頭調査／坑道壁面調査
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令和2年度第1回幌延深地層研究の確認会議 資料4から抜粋



参考資料：第2段階の研究成果の概要（1/2）

・地質環境調査技術開発

地質・地質構造、地下水流動、地下水の地球化学特性、及
び岩盤力学特性といった地質環境情報を取得し、第1段階で

構築した地質環境モデルの妥当性や調査・解析手法の有効
性を確認するとともに、それまでの情報に基づいて、地上から
の地質環境調査に必要な調査解析技術や得られる情報の品
質や不確実性を把握した。

・深地層における工学的技術の基礎の開発

研究坑道の掘削を通じて、計測結果等の分析評価を行い、
既往の地下施設設計手法等の適用性を評価した。また、実際
の地質環境が推定結果と大きく異なる場合、想定外の事象に
遭遇した場合、あるいは、坑道の掘削により地質環境を著しく
乱す事象が生じた場合などにおいて、柔軟に設計変更ができ
ること、さらに現状の対策工が適切に対応し得ることを示すこ
とにより、設計・施工技術の有効性を確認した。さらに、地質環
境の変化の事前予測や対策工実施後の品質保証のための工
学技術の検討を行った。一方、安全衛生面からの坑道内の研
究環境の維持・管理や安全確保のための技術開発を実施した。

26

声問層と稚内層の地層境界深度の確認

低アルカリ性コンクリート材料を用いた
吹付け施工の適用性確認

令和元年度第3回幌延深地層研究の確認会議 資料6に追加



第2段階の研究成果の概要
・地質環境の長期安定性に関する研究

幌延地域を事例として、断層運動や海
水準変動などの天然現象の履歴に関する
調査手法と地下水の流動などに関する調
査・解析手法とを組み合わせて、将来の
天然現象に伴う地質環境の変化を予測す
る手法の検討を行うとともに、地震活動お
よび活動に伴う地質環境への影響につい
て把握した。

・地層処分研究開発

処分技術の信頼性向上においては、人
工バリアなどの工学技術の検証ならびに
設計手法の適用性の確認を行った。安全
評価手法の高度化においては、安全評価
モデルの高度化を行うとともに安全評価
手法の適用性を確認した。

27

約100万年前 現 在約200万年前約300万年前

地質環境の長期変遷シナリオの構築

-15

-10

-5

0

5

0 50 100 150

経過時間/day

● OPC（最大主応力方向）
○ OPC（最小主応力方向）
▲ HFSC(最大主応力方向）
△ HFSC(最小主応力方向）

換気立坑

東立坑西立坑
（未着工）

140m調査坑道

■OPC：延長約47m
■HFSC：延長約73m

最大主応力方向

最小主応力方向

低アルカリ性セメントの施工適用性と設計基準強度発現の確認

参考資料：第2段階の研究成果の概要（2/2）
令和元年度第3回幌延深地層研究の確認会議 資料6に追加



参考資料：第２段階の調査研究の成果の例

坑道での掘削影響領域調査

弾性波トモグラフィ結果

 精密調査前半に必要な基盤技術の整備
•坑道掘削による深部地質環境の変化の程度や現象の理解及び必要な調査技術の整備
•坑道の掘削工事・維持管理を通じて，掘削技術・施工対策技術，安全確保・維持管理技術の
適用事例の提示及び有効性の確認

掘削損傷領域を推定するための
調査・解析技術

• 掘削影響領域の掘削後の経
時変動はほとんどない。

東立坑周辺における地下水中の
塩分濃度の空間分布

東立坑掘削前 （第1段階調査時）

東立坑 （地表から380mまで掘削）

• 浅部において塩分濃度が低下し
ているものの、稚内層下部にお
ける塩分濃度分布に顕著な変化
は認められない。

吹付け施工の様子

• 低アルカリ性コンクリートを用いた
吹付け施工を行い、その施工性
に問題のないことを確認

• 低アルカリ性セメント材料を使用
した坑道の本格的な吹付け施工
は世界初

低アルカリ性コンクリート材料を用いた
吹付け施工の適用性確認
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令和2年度第1回幌延深地層研究の確認会議 資料4から抜粋



①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

 人工バリア性能確認試験

 物質移行試験

②処分概念オプションの実証

 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実
証試験

• 操業・回収技術等の技術オプションの実証、閉鎖技
術の実証

• 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価
技術の体系化

 高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリ
ア性能確認試験

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化

• 地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握
• 地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技

術の高度化

 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

坑道の埋め戻し（下部：転圧締め固め、上部：ブロック設置）

転圧締め固め ブロック設置

水圧擾乱試験の概念図 DI（封圧）と割れ目内の透水性の関係

人工バリア周辺に生じると想定される現象の概念図

坑道を埋め戻す複数の施工方法を確認します

人工バリアで起こる現象を把握します

断層や割れ目内での水や物の動きやすさを把握します

参考資料： 令和2年度以降の必須の課題の繋がりについて

人工バリアで
は、どのような
現象が起こる
のか？

坑 道 を 埋
め 戻 す 技
術は、どの
ような品質
なのか？

割 れ 目 や
断 層 の 中
での、水や
物の動きや
すさ は、ど
う な る の
か？ 29

令和4年度第1回幌延深地層研究の確認会議 資料3から抜粋



令和2年度以降の必須の課題
関連する
エネ庁

受託事業
HIP

全体計画の主な関連項目
R5-R9、H30-R4

1. 実際の
地質環
境におけ
る人工バ
リアの適
用性

   確認

1.1 人工バリア性能確認試験 ※1 Task C 3.3.1(1)(b)ニアフィールド構成要素に関する（の）
現象解析モデルの（構築・）高度化

1.2 物質移行試験 ※2、3 Task A
3.3.1(1)(d)コロイド・有機物・微生物の影響評価

手法（モデル）の構築・高度化
3.3.2(1)(b)水みちの微細透水構造などを反映した

核種移行解析モデルの構築・高度化

2. 処分概
念オプ
ションの
実証

2.1 人工バリアの定
置・品質確認な
どの方法論に関
する実証試験

2.1.1 操業・回収技術等の技術オプ
ションの実証、閉鎖技術の実証 ※4、5、6 Task B

3.2.2(3) 処分場の建設・操業技術の高度化
3.2.2(4) 処分場閉鎖技術の開発
2.2.2(2) 処分場閉鎖後の水みちを防止する技術の

整備

2.1.2 坑道スケール～ピットスケールで
の調査・設計・評価技術の体系化 Task B

3.2.2(1)(a)人工バリアの定置に関わる調査・設計・
評価技術の適用性確認

2.2.2(3)(a)坑道の掘削損傷領域の評価技術の整
備

2.2 高温度(100℃以上)等の限界的条件下での人工バリア
性能確認試験 ※1

3.2.1(1)(a)人工バリアの長期健全性を評価する技
術と基盤データの整備

3.2.1(2)(a)処分場設計オプションの整備
3.3.1(1)(b)ニアフィールド構成要素に関する現象解

析モデルの高度化
2.3.1(1)(b)ニアフィールド構成要素の現象解析モデ

ルの構築・高度化

30

高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 ※1 ニアフィールド長期環境変遷評価技術開発、 ※2 核種移行総合評価技術開発
※3 ニアフィールドシステム評価確証技術開発、※4 地層処分施設施工・操業技術確証試験
※5 地層処分施設閉鎖技術確証試験、 ※6 回収可能性技術高度化開発

参考資料：令和2年度以降の必須の課題と
「地層処分研究開発に関する全体計画」及び関連事業・プロジェクトとの関係（1/2）



令和2年度以降の必須の課題
関連する
エネ庁

受託事業
HIP

全体計画の主な関連項目
R5-R9、H30-R4

3. 地殻変
動に対
する堆積
岩の緩
衝能力
の検証

3.1 水圧擾乱試験
などによる緩衝能
力の検証・定量
化

3.1.1 地殻変動が地層の透水性に
与える影響の把握

3.1.2(2)地質環境特性の長期変遷に関するモデル
化技術の高度化

2.1.2(3)(a)水理場・化学環境の長期変遷をモデル
化する技術の高度化

3.1.2 地下水の流れが非常に遅い領
域を調査・評価する技術の高度化 ※1

2.1.2(1)(b)内陸部の地下深部に存在する長期的
に安定な水理場・化学環境を評価するための技
術の高度化

3.2 地殻変動による人工バリアへの影響･回復挙動試験 2.3.1(1)(b)ニアフィールド構成要素の現象解析モデ
ルの構築・高度化
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高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 ※1 岩盤中地下水流動評価技術高度化開発

参考資料：令和2年度以降の必須の課題と
「地層処分研究開発に関する全体計画」及び関連事業・プロジェクトとの関係（2/2）
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坑道掘削前 坑道掘削 坑道埋め戻し
（地質環境の長期

変動評価）

処分開始に関する意思
決定ポイントに資する
技術基盤

最終閉鎖、追加対策に関
する意思決定ポイントに資
する技術基盤

H26

(成果の反映)

A2群：地質環境の短期変動・回復挙動の理解

坑道閉鎖～
モニタリング

A1群：地質環境の初期状態の理解 A3群：地質環境の長期
変動・回復挙動の理解

各地質環境条件の初
期状態～坑道掘削に
伴う影響領域・挙動
を表す地質環境モデ
ルの検証

母岩として適切な地
質環境条件を有する
岩盤領域が特定（⇒
閉鎖後長期の予備的
安全評価が可能）

部分的埋戻し、廃棄体定置
完了に関する意思決定ポイ
ントに資する技術基盤

(成果の反映)

各地質環境条件の掘削影響～回復挙動を表す
地質環境モデルの検証

坑道閉鎖に伴い擾乱を受けた地質環境条件が予
測された変動の範囲内で回復し、操業期間中か
ら坑道閉鎖までの地質環境状態とその変遷過程
が特定（⇒閉鎖後長期の安全性評価が可能）

(成果の反映)

処分開始～追加対策
に関する意思決定ポイ
ントに資する技術基盤

(成果の反映)

天然現象による地質環
境の長期的な変動とそ
の影響過程の理解

地質環境の長期にわた
る頑健・緩衝、復元性能
が特定(⇒閉鎖後長期
の(予備的)安全評価の
信頼性が向上）

H27

サイト選定、建設に関す
る意思決定ポイントに
資する技術基盤

(成果の反映)

断層、火山、隆起・沈
降等の天然現象およ
び広い範囲での地質
環境モデルの検証

母岩を含むより広い
範囲の地質環境状態
の特定（⇒母岩候補
領域の選定が可能）

参考資料：地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
各調査段階における評価項目

第15回深地層の研究施設計画検討委員会 資料15-4-1を一部編集



全ての成果情報はJAEAの検索システムや
HPから閲覧可能

CoolRepでは・・・
ユーザーが膨大な資料を読んで
必要な資料を探す手間を省き、数
クリックで知りたい情報にたどり
着くことを目指す

CoolRepのポータル画面

ただし、情報量は膨大であり、
その所在は様々

33

参考資料：地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRepの内容(1/7) 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集



JAEA CoolRep

上部のメニューから各年代に取りまとめられた
CoolRep（本文＋カーネル）へリンクします
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参考資料：地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRepの内容(2/7) 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集



JAEA CoolRep

上部のメニューから各年代に取りまとめられた
CoolRep（本文＋カーネル）へリンクします

カーネルへのリンクが上部に表示されますマウスをのせるとメニューが展開されていきます

35

参考資料：地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRepの内容(3/7) 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集



JAEA CoolRep

上部のメニューから各年代に取りまとめられた
CoolRep（本文＋カーネル）へリンクします

カーネルへのリンクが上部に表示されますマウスをのせるとメニューが展開されていきます
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参考資料：地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRepの内容(4/7) 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集



JAEA CoolRep

左側のメニューからは「成果-課題マップ」を見ることができます
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参考資料：地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRepの内容(5/7) 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集



JAEA CoolRep
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参考資料：地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRepの内容(6/7) 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集



(1) 出現頻度の可視化

高度情報探索に向けた試行的取り組み(ﾕｰｻﾞｰﾛｰｶﾙAIﾃｷｽﾄﾏｲﾆﾝｸﾞ※による分析例)

このような一連の調査フローは、個々の研究手法について考慮すべき課題は残るものの、
変動地形が不明瞭な地域における概要調査で採用しうる調査・評価技術パッケージとして
提示されるものと考えられる。

(3) 自動要約機能による研究成
果のエッセンス抽出結果

CoolRepR4 2.1.1 変動地形が明瞭でない活断層等に係る調査技術

(2) 共起ネットワークの可視化

•重要キーワードの抽出
•キーワード同士のつながりの可視化
•文章の要約 等

（期待される効果）

•成果の全体像や本質の理解促進
•必要な情報の発見、収集効率の
向上 等

※https://textmining.userlocal.jp/

AI等の先進技術を活用し、ユーザーが効率的に成果情報を確認し、記載内容
を容易に理解できるようなシステムへの発展を目指す
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参考資料：地層処分研究開発全体の研究成果の反映先と取りまとめ
CoolRepの内容(7/7) 令和4年度 地層処分技術に関する研究開発報告会

2.第3期中長期目標期間における取組みと成果の概要 を一部編集

https://textmining.userlocal.jp/
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